
公害等調整委員会政策評価基本計画 

 

平 成 23年 ３ 月 22日 

公 害 等 調 整 委 員 会 

 

行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成13年法律第86号。以下「法」

という。）第６条及び政策評価に関する基本方針（平成17年12月16日閣議決

定）に基づき、公害等調整委員会政策評価基本計画を以下のとおり定める。 

 

第１ 計画期間 

   平成23年度から平成25年度の３年間とする。 

 

第２ 政策評価の実施に関する方針 

 １ 基本的な考え方 

当委員会は、公害に係る紛争の迅速かつ適正な解決を図るとともに、鉱

業、採石業又は砂利採取業と一般公益又は農業、林業その他の産業との調

整を図るほか、土地その他の物又は地上権その他の権利の収用又は使用に

関する手続に寄与することを任務としている。 

このような当委員会の所掌事務について、行政事業レビュー（平成22年

３月11日行政刷新会議了承）との適切な役割分担・連携を図りつつ、政策

評価を実施することにより、次の目的を達成することを目指す。 

(1) 所掌事務の実施における透明性の確保、国民に対する説明責任の徹

底及び国民の信頼の向上 

  政策評価の実施及びそれに関する一連の情報の公表を通じて、当委 

員会が実施する政策の目的、効果等を国民に説明することにより、事 

務の透明性を確保するとともに、国民に対する説明責任を徹底し、当 

委員会に対する国民の信頼の向上を図る。 

(2) 国民本位の効率的で質の高い行政、国民的視点に立った成果重視の 

行政の実現 

政策評価の実施を通じて、当委員会が実施すべき行政活動の適正化及

び重点化を図ることにより、迅速な事件処理等の社会的ニーズに即した、

国民本位の行政サービスを効率的に提供する。 

 



２ 政策評価の方式 

    公害等調整委員会において実施する政策評価の評価方式は、政策の特性

等に応じ、当委員会の主要な政策について、あらかじめ政策効果に着目し

た達成すべき目標を設定し、これに対する実績を定期的かつ継続的に測定

するとともに、目標期間が終了した時点で目標期間全体における取組や最

終的な実績等を総括した上で、その達成度合いを評価する方式である実績

評価方式を基本としつつ、適切な方式を用いるものとする。 

 

第３ 政策評価の観点に関する基本的な事項 

政策評価の実施に際しては、行政事業レビュー（平成22年３月11日行政

刷新会議了承）との適切な役割分担・連携に留意しつつ、政策の特性に応

じ、以下の観点を選択して総合的に行うものとする。 

１ 必要性 

(1) 政策効果からみて、対象とする政策に係る行政目的が国民や社会のニ

ーズ又はより上位の行政目的に照らして妥当性を有しているか。 

(2) 行政関与の在り方からみて、当該政策を行政が担う必要があるか。 

２ 効率性 

(1) 投入された資源量に見合った結果が得られるか、又は実際に得られて

いるか。 

(2) 他に効率的な方法がないか。 

３ 有効性 

政策の実施により、期待される効果が得られるか、又は実際に得られて

いるか。 

４ 公平性 

行政目的に照らして政策効果や費用の負担が公平に分配されるものとな

っているか、又は実際に分配されているか。 

５ 優先性 

以上の観点からの評価を踏まえて当該政策を他の政策よりも優先すべき

か。 

 

第４  政策効果の把握に関する事項 

政策効果の把握に当たっては、評価に要する費用等も勘案し、対象とす

る政策の特性に応じた適切な手法を用いるものとする。 



その際、定量的に把握することができる手法を検討した上で、当委員会

にふさわしいものについては導入し、それが困難な場合又は政策評価の適

正な実施の確保に結びつかない場合には、可能な限り情報又はデータを収

集することにより評価の客観性の確保を図りつつ、政策の性質等に応じた

定性的な評価手法を用いるものとする。 

 

第５  事前評価の実施に関する事項 

政策の見直し及び改善並びに新たな政策を行う場合に必要に応じて行う

ものとする。 

 

第６  事後評価の対象政策その他事後評価の実施に関する事項 

１  基本的な考え方 

所掌事務の処理状況について取りまとめた上でその政策効果を把握し、

必要に応じて政策の見直し及び改善並びに新たな政策の企画立案等に反映

させるための情報を見いだすよう努めるものとする。 

 

２  計画期間内において事後評価の対象とする政策 

   本計画期間内おいて事後評価の対象とする政策は、当委員会の任務を遂

行するために実施する主要な政策とする。 

 

 ３ 事後評価の方式 

公害等調整委員会において実施する事後評価の評価方式は、実績評価方

式を基本としつつ、適切な方式を政策の特性等に応じて用いるものとする。 

 

４  実施計画 

毎年度当初までに、法第７条に規定する事後評価の実施に関する計画

（以下「実施計画」という。）を策定し、総務大臣に通知するとともに公

表するものとする。 

 

 ５ 評価書 

   毎年度終了後に、実施計画に基づき評価を行い、評価書及びその要旨を

作成し、総務大臣に送付するとともに公表するものとする。 

 



第７  学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

政策評価の客観的かつ厳格な実施を確保するために、学識経験者等から

なる会議の開催等を通じて学識経験者から意見を聴取することにより、そ

の知見の活用を図るものとする。 

    

第８  政策評価の結果の政策への反映に関する事項 

政策評価の結果については、関係部門の連携を図りつつ、今後の政策の

企画立案作業(予算の要求等を含む。)等に適切に反映させるように努める

ものとし、その反映状況については、総務大臣に通知するとともに公表す

るものとする。 

なお、政策評価と予算・決算の連携を強化するため、関連する閣議決定

等の趣旨を踏まえ、必要な取組を進めるものとする。 

 

第９  政策評価に関する情報の公表等に関する事項 

政策評価に関する情報の公表は、原則として公害等調整委員会ホームペ

ージにおいて行うものとする。 

なお、政策評価の結果の外部からの検証を可能とすることの重要性を踏

まえ、法第10条第１項に規定する評価書の作成に当たっては、同項各号に

掲げられている事項について可能な限り具体的な記載を行うよう努めると

ともに、併せて評価の際に使用した仮定、外部要因等についても明らかに

するものとする。 

 

第10  政策評価の実施体制に関する事項 

１  政策評価に関する事務は、事務局総務課において総括するものとし、

必要に応じて、担当部門と協議を行い、調整を図るものとする。 

２  政策評価に関する外部からの意見又は要望を受け付けるための窓口は、

事務局総務課企画法規係とする。 

 

第11  基本計画の見直し 

本基本計画については、計画期間内においても適宜所要の見直しを行

うものとする。 


